




































































































































































































































































































































































































　Robert Anderson Seligman, 1861-1939, Progressive Taxation in Theory and
　Practice, 2.ed., American Economic Association,1908｡では95ページ以下Ｄに
　よると，ここでは土地は，その評価傾にもとづいて，過度には高くない累進税率
　　　　　　　　　　　　　　　―270(219)一
　に服している。だがこの場合，それ自体が非常に低い税率で比例的に課税される
　ようになるべく，土地改良に使用された資未は，控除してもよいのである。
　いかに大きな額が，ここにしばしば，一役買いうるかを示すために，次
の数字をあげたいと思う。読者は，おそらく容易に，自分に身近かな状況
から，別の同じように決定的な数字例を追加することができるであろう。
　ストックホルム市では，1875年には納税義務をもつ総土地の査定額は，
１億7,700万クローネであった1）。人口の急増と非常な建築ラッシュで際
立っていた，これに続く15年の内に，この査定額は上昇し，1890年には，
これは４億6,900万クローネとなったのである。
　過大評価ではないと思うが，土地〔のみ〕の価値が平均的には〔建物を
含む建築敷地の〕査定額の狐であると考えよう。すると，1875年の土地
の価値は，15年の内に7,300万クローネだけ増加したことになるであろ
う。
　年利４パーセントでは，この額は年々約300万クローネの収入を提供し
たか，ないしは，当時のストックホルムの（直接）地方税の，侃を提供し
た勘定になるであろう。
　この額の内，どれだけのものを私的投機の充分なる報償額と考えたいと
思うかは，未決定のままであろう。いずれにしても，これの国民経済的重
要性は非常に小さいのであるが。この増価額の大部分を，すでに示唆した
仕方で，総体に，すなわち，国家や地方自治体に，自由に使わせえたであ
ろうことは，私には疑問の余地のない所である。なんらかの正当な利益を
傷つけることなしに，あらゆる国民経済的損害なしに，またとくに，本未
の建築活動を未質的にョリ劣悪な状況のもとでなしたり，家賃を１ペニヒ
も引きあげることもなしに，である。
　しかしながら，ごく近い将未における，おそらくは一層定常的な状況に
　1）　1クローネは1.125マルク。
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直面しては，上述の措置を今日採用しても，同じような成果というものを
示すであろうことを，期待することはできない。だが，これはその措置の
導入にたいする，なんらの障害にもならないであろう。むしろその反対な
のである。〔なぜならば〕いまこの措置を採用するならば，人はいまの私
的利益が傷つけられたと感ずる機会をもつことなしに，この立法的革新
Neuigkeitに慣れるための時間をもつことになるであろう。これに反し，
つよく上昇的に動く景気変動のもとでは，将来の収益価値は，たいてい投
機によって，すでに何度も先取りされてしまっている。これの部分的没収
は，この場合には，おそらくは非常に手痛い私経済的損害なしには，こと
が運びえないであろう。
　都市および都市近郊の土地と並んで，ここではさらに，新たに拓かれた
交通路の周辺の土地がよく経験するような，増価についても考えるべきで
ある。当該地主たちが，すでに特別にこの交通施設の費用充当に関係させ
られたのでもなく，あるいは，自発的にこれに関与したのでもない限りに
おいてのことではある。
　この場合には，とくにわがスウェーデンにとっては，国の最重要な輸出
業務が結びついている土地所有，すなわち，国の北部大森林が重要である。
　わが国の19世紀末の今日の，周知のように強く保護主義的な通商政策
体系の擁護者たちの側からは，しばしば次のような主張が表明された。す
なわち，おこりうべき自由貿易への移行というものは，主としてわが国の，
製材工場や森林をもっている大会社に，有利にはたらくであろう。つま
り，ョリ安価な労働力と，また，かれらの生産物のョリ高い価格という形
で，と。かかる異議は，たとえ見た所，非常に誇張されたもののようで
あったにしても，もちろん，なんらの根拠もない，というわけのものでは
ない。国家と市町村とが，かかる不当な利得への関与への要請を，〔自由貿
易への移行と〕同時に充分に遂行しようと欲したとしよう。ただしこの場
合には，その欠陥はさっそく取り除かれているか，ないしは，むしろ，一
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般的恩恵に変化しているであろう。-もし私にして，大いなる過ちがな
いとするならば，要するにいま述べた措置は，ひとたび講ぜられるや，そ
れがすでに，はるか以前からなされていなかったことについて，全世界が
不思議がるような措置なのである。
　私はビクトリアVictoria〔州〕だと信じているのだが，オーストラリア
植民地の一つにおいては，大ゴールド・ラッシュの時代には，金を含有す
る地層は，一部は，植民地の個々の構成員がすでに完全な所有権をもって
取得していた。しかし未だ現実的に，占有されてはいない地域であった。
当該所有者たちは，いまやもちろん，上機嫌で飛んできて，占有の列に加
わらせてもらうことを熱望した。しかしながら，植民地の立法議会は，
キッパリとその意図をつぶしたのである。議会が自らの権限で購買契約を
取り消し，そしてその土地を，再び植民地の所有に引き入れたからである。
一それも私の見る所，完全に正当になされたのである。なぜならば，た
とえ明瞭には規定されていなかったとしても，いずれにしても，その〔元
来の〕購買契約は，耕地と牧草地にかかわるものであり，金にはかかわら
ない，というように考えたことを，暗黙の前提として受け容れてよいから
であるｰ。いかなる金鉱の発見も，残念ながらスウェーデンでも，古い
文化をもつ他のたいていの国々でも，ありえないことは疑いないであろう。
いままで現存の私有財産に含められておらず，しかも精確に考えると，な
んら確乎たる私的正権限Rechtstitelをも示しえないような，未だ成立し
つつある将来価値といったものを，いたずらに偶然にまかせる。そしてこ
れによって，各人が嘆いている，すでに存在している資産分配の不平等
を，全く不必要に尖鋭化させること。これは，しかしここでは，一層正当
とはされないであろうし，あるいはまた，思慮深いものでもないであろう。
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　　Ⅷ。結語
　前節は，財政的な観点からも非常に重要ではあるが，しかしその重点
が，租税問題の領域よりも，むしろ法律問題の領域にあり，租税立法より
も，むしろ本来の意味での立法の内に存する，一分野への余論であった。
この余論の後でわれわれは，その原則の実務的遂行可能性について，２，
３付言するために，経費協賛と祖税協賛との満場一政と自由意思性の原則
に，もう一度取り組もうと思う。
　その遂行可能性のための必須の条件としては，経費と経費充当のための
資金との，同時的票決があげられよう。このような制度機構もまた，独立
的につくられうるし，それも，そのための憲法政正は，なんら必要とはな
らないであろう，ということは明らかである。ただこれは，諸党派が，そ
れぞれの予算要求の承認にあたり，ないしは少なくとも，それぞれの新規
予算要求の承認にあたり，当該経費が，全く特定の，最初から確定されて
いる様式で充足されるという条件を，結びつけうべく，たいていの憲法で
かれらに帰属すべき権利を，行使しようとする場合ではある。
　　これをもって，あらゆる個別的経費のための，それぞれある特定税種の創設と
　か，ないしは，あらゆる予算項目の切り離された財務行政とかの，制度機構と
　いったものをさえ，決して意味してはいないことは，おのずから明らかであろう。
　特定収入カテゴリーの，特定経費カテゴリーヘの交付は，むしろ非常に純会計的
　なものでありえよう。ともかくこれは，予算の特殊限定化一般のような，ひどく
　キチョーメソな精確性をもっておこなわれることを，要しないのである。
　　ルロワーボリューは，その著作『財政学概論』（第５版，第１巻, 134ページほ
　か）で，「租税の特殊限定性の体系」のいわゆる実務的困難性に，私見では，過度
　に重きをおいていたようである。だが，もし彼がそうでなかったならば，これを
　とくに強調することは，よけいなことであったかも知れない。少なくとも地方財
　政に関しては，彼はふだん，この体系の理論的卓越性をみとめていたのである。
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　ルロワーボリューは，かかる体系というものは，「明らかに」国家経費にたいして
　は，決して適用されえないであろう，と述べている。このとき彼は，これが比較
　的古い立憲国家においても，やはり事実上は非常に広範囲におこなわれていたこ
　とを，忘れていたように思われる。
　もしこれが，一般的実務手順として受け容れられるならば，これによっ
て，ここで提案された方向への，実務的に非常に重要な第一歩が，確かに
ふみだされたことになるであろう。私見によれば，ここからおそかれはや
かれ，少数者の拒否権への要請が，論理的に必然的な帰結として生ずるで
あろう。〔19世紀末の〕今日のように，経費は経費で，また同じく収入は収
入で協賛される場合には，それは事実上二つのケースにおいて，しかも収
入の協賛においてはなおさら，あたかも議決が，単純多数者によるのみで
おこなわれうる，かのように見えるであろう。
　経費と収入とが，たえず互いに対置されるであろう場合には，ことは別
である。この場合には，通常多くの可能性の内から選択がなされるであろ
う。そしてこの場合には，すべての者が満足するある組合わせに，別の組
合わせよりも，ョリ高い公正というものが内在するということは，明瞭た
らざるをえないであろう。-すでに強調しておいたように，その公共給
付が実際に一般的に有用な給付である限り，かかる組合わせは，理論的に
はつねに成就しうるものであるｰ。すなわち，ここで別の組合わせと
は，利害関係者の偶然の過半数には，いうまでもなく，一層好都合ではあ
ろうが，その他の利害関係者を犠牲にして生ぜざるをえないような，組合
わせなのである。このことが，ひとたび容認されるならば，少数者の拒否
権の正当化は，原則的には本来確かに承認されたことになるのである。
　少数者の拒否権の憲法への正式の採用にたいしては，むろん異議を唱え
うるであろう。少数者がその特別な目標を不法な仕方で貫徹すべく，かれ
らを誤り導くかも知れない，おこりうべき濫用や議事妨害，等々につい
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て，人は語るであろう。このように成りゆくことへの可能性は，否定さる
べきではない。あらゆる権力は濫用されうるのだ。　しかしながら，これに
よる危険は，さまざまな党派が，かれらの正当な利益を直接はかること
が，自由であればあるほど，まさにそれだけ一層小さなものと思われる。
議事妨害は絶望の武器である。その権利をふみにじられた少数者の，ささ
やかな，しかもたいていは不毛な仕返しなのだ。少数者が専制的なもので
ない限り，かれらの権力濫用を，ともかくも，あれやこれやの形での対抗
措置がおびやかしている。一方，多数者の強大な権力は，かれらの圧制を
回避すべき少数者のそれぞれの立法的可能性なくしては，全くコントロー
ルできないのである。
　ここに提案された手続き規則は，多くのヨーロッパ諸国の憲法的規定か
らは，非常に遠くかけはなれてはいよう。-これらの国々の憲法的規定
は，租税協賛の途上での，可能なあらゆる容易化，予算拒否の途上での，
可能なあらゆる困難化，を提供することを，ほぼ狙っているように思われ
る1)-。たとえそうであろうと，私は敢えて次のように主張する。すなわ
ち，この手続き規則は本来，経費予算の特殊限定化の一つの一貫した発展
にすぎないものである。これは周知のように，多くの国々で激しい憲法闘
争の後，やっと貫徹されたものではある。しかし，その効用は今日では真
－264(225)－
　　　　摯な政治家の誰もが，疑議をさしはさめないものであろう，と。これは政
　　　　府にたいする議会の側でのコントロールのために役立っている。これと同
　　　　じように，法的に承認された拒否権と結合された，特定項目の収入と経費
　　　　との対置は，一他の諸派閥にたいする，国会の各派閥それぞれの側での
　　　　コントロールに役立つであろう。
　　　　　とりわけ下層階級の利益を守るためには，かかるコントロールがさし
　　　　追って必要であること。これについては私としては，少なくともその状況
S. 159　に最もよく通じている国に関しては，全く納得がゆくのである。〔ここで
　　　　は訳出されない〕スウェーデンの租税を叙述しようとする次の論考は，か
　　　　かる私の確信のための，すべての必要な証拠資料を含んでいるであろう。
　　　　何度も言及した措置を私が提案したのは，しかし，かかる唯一の視点から
　　　　のみではない。むしろこの措置の意図する所は，公正を次の両面に向って
　　　　主張することにあったのだ。-そして，私は，おそらくこれを私の功績
　　　　と評価してよいと思っているｰ。すなわち，私が出自と教育によって属
　　　　する面と，私の熟年の同感をますます惹きつける面と，に向ってである。
　　　　　実に議論の余地なく，一国の知性と経済力の大部分を含み，しかもしば
　　　　しば，その優越的状態を，少なくとも一部は自身の努力に負うている有産
　　　　諸階級。かれらは，猛進するデモクラシーの無思慮な要請というものに
　　　　よって，総体の租税負担の，唯一単独の担い手へと強制さるべきではない。
　　　　-わずかではあるが判断力をもち，しかも駄獣といったものではなく人
　　　　間である，かなり貧困な諸階級の構成員たち。しかし明らかに，かれらも
　　　　同じく，その効用と必須性について，おそらくは非常に確乎たる理由から
　　　　は納得できないであろうような，経費の支払いには，いずれにせよ，服さ
　　　　せらるべきではないのだ。
　　　　　諸階級間の社会的対立を緩和し，漸次これをなくすことは，もちろん，
　　　　将来の最重要課題の一つとなるであろう。しかし，この対立が存在する限
　　　　り，社会問題を論ずるにあたって，あたかもこの対立がないかの如き態度
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をとることは，なにものをもうみださない。-しかも，この社会的対
立は，残念ながら長く，非常に長く存続するであろうｰ。人はむしろ，
材料をあるがままに受け容れ，これをもってなしうることを，心がけなけ
ればならないのである。
　階級的エゴイズムを除去することは，財政学や租税立法の案件ではない。
むしろ一正当な個別利益の防壁としての一階級エゴに，それに相応し
い場所を指定することが，問題なのである。おそらくこの場合には，悪し
き意図を非常にいいふらされるような，〔このエゴの〕力のたすけをもっ
てさえも，だが結局は，よい結果をうみだしうることが示されるであろう。
　　付記
　　本邦訳は，平成６年度成城大学特別研究助成による共同研究「経済と文化の諸
　相一西欧社会の歴史的・思想史的研究-」および「社会および経営システム
　の基礎的課題に関する数理論的・方法論的研究」における，訳者らの分担分の研
　究成果の一部を公表したものである。
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